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一般職の職員の出張旅費の取扱基準について 

 

平成６年７月１日制定(平成６年７月１日施行) 

平成１０年３月１９日一部改正(平成１０年４月１日施行) 

平成１０年１１月２５日一部改正(平成１０年１１月２５日施行)

平成１１年１２月１５日一部改正(平成１２年１月１日施行) 

平成１５年３月２０日一部改正(平成１５年４月１日施行) 

平成２４年３月２６日一部改正(平成２４年４月１日施行) 

 

１ 東京への出張 

(１) 東海道・山陽新幹線のぞみ号普通車指定席の往復利用を認める。 

(２) 近鉄線利用区間は、特急の利用を認める。 

２ 東京以外への県外出張 

(１) 近鉄線利用区間は、特急の利用を認める。ただし、普通列車を利用した際に要

する移動時間が概ね３０分以上である駅以遠への出張に限る。 

(２) 東京以外の遠方(通常、宿泊を必要とする地域)への出張は、距離、所要時間、

交通機関の状況等に応じ、東京出張の場合に準じて合理的、経済的な鉄道賃等と

する。 

３ 市内交通費 

(１) 原則として、鉄道、バスを利用する。(区間と料金を明示して請求する。)ただ

し、出張先の所在地が不明瞭な場合等は、タクシーの利用を認める。 

(２) 町長等に随行の場合等において、必要があるときは、タクシー利用を認める。

この場合、出張命令簿の摘要欄にその旨を明記する。 

(３) タクシー代の請求には、領収書を必要とする。ただし、領収書を徴する時間が

ないとき等やむを得ない場合は、区間と料金を明示する。 

４ 日当 

(１) 条例第６条第６項ただし書の町長が別に定める場合は、次のとおりとする。 

ア 出張に伴う宿泊に要する費用(夕食代及び朝食代を含む。)の全部が町の経費

(負担金その他これに類する目的で支出される経費を除く。以下同じ。)以外の

経費で賄われる場合 

イ 町の経費以外の経費の額が宿泊料と日当の合計額以上である場合 

(２) したがって、日当が支給されることとなるのは、次の場合に限るものとする。 

ア 宿泊料が支給される場合(旅費の調整が行われ、宿泊料の額が減額される場合

を含む。) 

イ 宿泊を伴う出張で、かつ、旅費の調整が行われる場合(アに掲げる場合を除
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く。)で、町の経費以外の経費の額が宿泊料の額以上宿泊料と日当の合計額未満

である場合 

(３) 条例第６条第６項第１号の場合における同項の「旅行中の日数」とは、宿泊の

日数とする。前記(１)及び(２)における日当の額の算定についても、同様とする。 

５ 日額旅費 

(１) 研修等を受ける地までの往復に要する費用が必要な場合は、当該往復に要する

鉄道賃、船賃、航空賃及び車賃の額とする。 

(２) 車賃は、原則として研修等を受ける地の最寄りの駅までの最も効率的な経路に

よる鉄道料金(鉄道の路線がない場合にあっては、バス料金、鉄道及びバスの路線

がない場合にあっては、総務課長と協議して定めた額)により算出する。 

(３) やむを得ず、自宅等勤務地以外の地から直接、研修等を受ける地まで赴く場合

の旅費は、自宅等から研修等を受ける地までの区間で算出し、当該区間に当該職

員が通勤手当を受けている区間と重複する区間がある場合は、当該区間に係る旅

費は算出しないものとする。 

(４) 日当は、その研修等の日数に応じ、任命権者が町長と協議してその都度定める

額とする。 

(５) 宿泊に要する費用が研修等委託先団体等で定められている場合は、受講料等と

同様に「委託料」等の費目から支出する。ただし、宿泊施設が指定されていない

等のため宿泊代が必要な場合には、その研修等の日数に応じ、任命権者が町長と

協議してその都度定める額の宿泊料を支給する。 

６ その他 

(１) 町長、議長等(教育長を含む。)に随行の場合は、町長等と同じ鉄道賃とする。 

(２) 他の市町村職員と同一行動の出張についても、原則として条例の規定に基づく

旅費とする。ただし、統一行動費が定められている場合及び鉄道賃等が別途支給

される場合等は、その出張に要する費用の額とする。 

(３) 県外出張(通常、宿泊を必要とする地域のみ)の鉄道賃等については、「概算払」

で請求し、総務課長の決裁(合議)を受ける。ただし、概算払の決裁を受ける時間

的余裕がないときは、出張命令簿(口頭を含む。)により決裁を受け、旅費の請求

ができるものとする。 
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